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１. 16年  3月期の連結業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 16年 3月 31日）
(1)連結経営成績 (注)金額は百万円未満を切り捨て

売    上    高 営  業  利  益 経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年  3月期 240,109 7.6 30,726 19.1 31,120 20.2

15年  3月期 223,168 8.0 25,793 35.9 25,895 35.2

         当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

16年  3月期 16,239 26.1 240.26 - 13.7 15.7 13.0

15年  3月期 12,879 45.5 185.29 - 11.6 13.8 11.6

(注)①持分法投資損益　　　　　 16年　3月期　　  116百万円　　　 　 15年　3月期　　123百万円

     ②期中平均株式数（連結）　16年  3月期    66,942,629株　   　　15年  3月期    68,695,197株

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年  3月期 209,002 123,708 59.2 1,858.63

15年  3月期 187,987 113,136 60.2 1,674.47

(注)期末発行済株式数（連結）　16年  3月期    66,474,997 株　　　15年  3月期    67,475,742 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　   営業活動による 　　    投資活動による 　    財務活動による 　  現金及び現金同等物
　   キャッシュ・フロー 　    　キャッシュ・フロー 　    キャッシュ・フロー 　   期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

16年  3月期 36,915 △ 25,836 △ 7,933 44,434

15年  3月期 27,185 △ 26,410 △ 9,805 41,568

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  27　社、持分法適用非連結子会社数　 -  社、持分法適用関連会社数　2　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）   1 　社、（除外）   3 　社、持分法（新規）    -　 社、（除外）　 - 　社

２. 17年  3月期の連結業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）
　 　売　　上　　高 　 経　常　利　益    当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 120,000 15,800 8,700

通　　期 252,000 32,500 17,400

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 259 円 40 銭 

※　 上記の予想には、本資料の発表現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれております。実際の業績
   は、競合状況・為替の変動等にかかわるリスクや不確定要因により記載の予想数値と大幅に異なる可能性があります。
　　  なお、上記業績予想に関わる事項は、添付資料の11～12ページをご参照下さい。



　当社の企業集団は、ユニ・チャーム株式会社（当社）及び連結子会社２７社と関連会社２社で構成されて
おり、パーソナルケア関連、ペットケア関連の製造、販売を主な事業としているほか、これらに附帯する
サービス業務等を営んでおります。
　当社の企業集団の各事業に係わる位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。

事業区分 売上区分 主　　要　　な　　会　　社
当社
ユニ・チャームプロダクツ（株）
ユニ・チャームマテリアル（株）

ベビーケア関連製品 国光製紙（株）
コスモテック（株）

フェミニンケア関連製品 その他３社
パーソナルケア 嬌聯股份有限公司
関 連 事 業ヘルスケア関連製品 Uni-Charm (Thailand) Co.,Ltd．

上海尤妮佳有限公司
化粧パフ等 尤妮佳生活用品（中国）有限公司

Uni-Charm Co., Ltd．
ハウスホールド製品等 PT Uni-Charm Indonesia

Uni.Charm Mölnlycke B.V.
その他８社
ユニ・チャームペットケア(株)　
ユニ・チャームプロダクツ(株)

ペ ッ ト ケ アペットフード製品 国光製紙（株）
関 連 事 業ペットトイレタリー製品 コスモテック（株）

嬌聯股份有限公司
Uni-Charm (Thailand) Co.,Ltd．
その他１社

食品包材製品 当社
産業資材製品 ユニ・チャームプロダクツ（株）

そ の 他 事 業幼児教育事業 国内 ユニ・チャームマテリアル（株）
ファイナンス業務等 国光製紙（株）
その他 その他６社

海外 １社

以下の3社は当連結会計年度において清算しております。

Siam Uni-Charm Co.,Ltd．
MRD Machinery Co.,Ltd．
Uni-Heartous Pet Products USA,Inc．

国内

１．企業集団の状況

海外

海外

国内
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　　　連結子会社及び関連会社の主たる事業内容と出資比率は次のとおりであります。
連結子会社連結子会社連結子会社連結子会社

会社名会社名会社名会社名 住所住所住所住所 主な事業内容主な事業内容主な事業内容主な事業内容
議決権の議決権の議決権の議決権の
所有割合所有割合所有割合所有割合

ユニ・チャームプロダクツ（株） 愛媛県四国中央市 ベビーケア関連製品、フェミニンケア関連製品などの製造 100.0%

ユニ・チャームマテリアル（株） 愛媛県四国中央市 不織布などの製造及び販売 100.0%

国光製紙（株） 愛媛県四国中央市 紙、不織布などの製造、加工及び販売 100.0%

コスモテック（株） 香川県善通寺市 グラビアの印刷、加工及び販売 100.0%

ユニ・チャームペットケア（株） 東京都品川区 ペットフード製品、ペットトイレタリー製品の製造及び販売 44.1%

嬌聯股份有限公司 中華民国 ベビーケア関連製品、フェミニンケア関連製品などの製造及び販売 52.6%

Uni-Charm (Thailand) Co., Ltd. タイ国 ベビーケア関連製品、フェミニンケア関連製品などの製造及び販売 94.2%

上海尤妮佳有限公司 中華人民共和国 フェミニンケア関連製品などの製造及び販売 75.0%

尤妮佳生活用品（中国）有限公司 中華人民共和国 ベビーケア関連製品の製造及び販売 95.0%

Uni-Charm Co., Ltd. 大韓民国 ベビーケア関連製品、フェミニンケア関連製品などの製造及び販売 90.0%

PT Uni-Charm Indonesia インドネシア国 ベビーケア関連製品、フェミニンケア関連製品などの製造及び販売 74.0%

Uni.Charm Mölnlycke B.V. オランダ国 ベビーケア関連製品、大人用失禁製品の生産統括 60.0%

その他１５社

関連会社関連会社関連会社関連会社

会社名会社名会社名会社名 住所住所住所住所 主な事業内容主な事業内容主な事業内容主な事業内容 出資比率出資比率出資比率出資比率

ユニ・チャームメンリッケ（株） 東京都港区 大人用失禁製品の販売 50.0%
その他１社

- ２ -
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２．経２．経２．経２．経    営営営営    方方方方    針針針針    

１．経営の基本方針１．経営の基本方針１．経営の基本方針１．経営の基本方針 

 ユニ･チャームグループは「市場と顧客に対し、常に第一級の商品とサービスを創造し、日本及び

海外市場に広く提供することによって、人類の豊かな生活の実現に寄与する。」ことを経営理念とし

て掲げ、ステイクホルダー（お客様、株主の皆様、お取引先様、社員、社会）に対し、常に新しい価

値創造に努め NO.1 の価値をもたらすことを目指した企業活動を推進しております。 

1） 不織布・吸収体を基盤としたコア技術の絶え間ないイノベーションにより、お客様のニーズにあ

った高品質で高付加価値商品の提供と新市場の創造に努めてまいります。 

2） 最適な経営資源配分と事業毎の成長力・収益力を高めることによりキャッシュ･フローの創出力

を高め、企業価値（＝株主価値）の最大化を図ってまいります。 

3） お客様満足の最大化をお取引先様との共通の目標とし、協力して最適なバリューチェーンを

構築し、お互いの健全な成長に努めてまいります。 

4） 社員一人ひとりが常に現状に満足することなく自己の能力向上に努めると共に、全社員の思

いを結集し、高密度の融合によって新たな革新を生み出します。 

5） 事業活動を通じて企業の社会的責任の追及と成長発展を一元化する公正な企業経営の推進

に努めてまいります。 

 

２．利益配分に関する基本方針２．利益配分に関する基本方針２．利益配分に関する基本方針２．利益配分に関する基本方針    

 当社は、株主の皆様に利益を還元することを最も重要な経営方針のひとつと考え、そのためにキ

ャッシュ・フローの創出による企業価値の増大に努めております。 

  株主配当につきましては、収益力向上のため企業体質の強化および積極的な事業拡大を図り

ながら、配当の安定かつ継続的な増加の方針を堅持してまいります。 

  また、フリーキャッシュ・フローの活用につきましては、将来の企業価値増大の観点から海外およ

び国内事業の業容拡大、研究開発、情報システム整備等の事業投資に対して重点配分することを

最優先するとともに、株主の皆様への利益還元としての自己株式の取得も適時行うなど、長期的な

視点で経営効率を考えて実行してまいります。 

 

３．投資単位の引き下げに関する考え方及び方針等３．投資単位の引き下げに関する考え方及び方針等３．投資単位の引き下げに関する考え方及び方針等３．投資単位の引き下げに関する考え方及び方針等    

 当社は、個人投資家の拡大および株式の流動性の向上を経営の重要課題と考え、かねてより施

策を推進しております。既に１９９７年８月1日より株式投資単位を1,000株から100株へ引き下げ、

より多くの投資家の皆様が投資して頂き易い環境を整えてまいりました。今後も、市場の動向をみ

ながら、更なる当社株式の流通の活性化と投資家層の拡大を目指し、諸施策を展開してまいりま

す。 

 

４．目標とする経営指標４．目標とする経営指標４．目標とする経営指標４．目標とする経営指標    

当社は、継続的な「売上高」「利益高」の成長と「ＲＯＥ」の向上により、グローバル競争に勝ち抜

くことが出来る資本効率の高い経営体質の構築を目指しております。 
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５．中長期的な会社の経営戦略５．中長期的な会社の経営戦略５．中長期的な会社の経営戦略５．中長期的な会社の経営戦略    

 当社は、アジアに暮らす２０億人の人々のために、快適と感動と喜びを与えるような、世界初・世

界 NO.1 の商品とサービスの提供を実現しつづけることを目指し、２００４年４月より以下５点を重点

戦略とした第６次４８ヶ月経営計画「ＳＡＰＳ計画」をスタートいたしました。 

1） ＳＡＰＳ（Schedule-Action-Performance-Spiral）経営モデル追求による戦略実行力強化 

2）商品開発力の強化による新市場の創造 

3） アジア市場でのパーソナルケア事業成長力強化による NO.1 シェアの獲得 

4） サプライチェーン革新によるグローバルコスト競争力の実現 

5）企業の社会的責任（コーポレート・ソシアル・レスポンシビリティ：ＣＳＲ）及びコー

ポレート・ガバナンスの強化による企業価値の拡大 

これらの戦略実行のための諸施策に積極的に取り組むとともに、環境変化に適合した新たなビ

ジネスモデルの構築によって顧客とのリレーションをより強固にする事でブランド価値の向上を推

進してまいります。 

 

６．会社の対処すべき課題６．会社の対処すべき課題６．会社の対処すべき課題６．会社の対処すべき課題    

当社は、当期、長引く国内消費の低迷と激化するグローバル競争の下、国内収益力の向上とア

ジアを中心とした海外事業における市場成長スピードを上回る業容拡大を最重要課題として企業

変革を推進した結果、過去最高の収益を達成いたしましたが、今後もより一層の企業変革を推進

するため、全ての事業において、絶え間ない商品革新による付加価値の向上により一層注力する

とともに、原価低減と経費の効率化を強力に推進してまいります。また、海外においては、アジアを

中心に積極的なエリア展開と消費者ニーズに応えた商品ラインアップの拡大を急速に進めることで、

成長市場におけるカテゴリーリーダーの地位を確立してまいります。 

 

７．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況７．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況７．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況７．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

当社は「企業の成長発展、社員の幸福、及び社会的責任の達成を一元化する正しい企業経営

の推進に努める。」ことを社是として掲げ、日々企業活動を推進しております。コーポレート・ガバナ

ンスと企業の社会的責任（コーポレート・ソシアル・レスポンシビリティ：ＣＳＲ）に対するステイクホル

ダーの目はますます厳しいものとなっておりますが、当社は、常に社是に基づいた「正しい企業経

営」を推進し、企業価値の向上と企業の社会的責任を積極的に果たしていくことが重要であると認

識し、経営管理機構の整備と「ユニ・チャームグループ企業行動原則」の更なる充実と社員への浸

透を図り、グループを挙げてその実践に取り組んでまいりました。 

昨年４月より「環境対応」「品質保証」「薬事法令遵守」「商品安全性確保」を全社統合的に推進

する主管組織としてコーポレート・ソシアル・レスポンシビリティ（ＣＳＲ）部を組成し、エコロジーとクオ

リティの両立によって顧客満足の最大化と企業競争力の強化を図っております。 更に本年４月よ

りＣＳＲ部内に企業倫理室を新設し、全社員に対する「正しい企業経営」の浸透を一層、強化して

まいります。 

当社のコーポレート・ガバナンスに対する経営管理機構の整備においては、１９９９年６月より従

来の取締役と監査役という経営形態の中で、執行役員制度を導入し、現行は、取締役５名、執行

役員２６名（内、取締役兼務者５名）、監査役３名（内、社外監査役 1 名）の経営体制であります。本
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年６月２９日開催の株主総会後には、取締役の「社長」「常務」などの役付を廃止し、執行役員に対

し役を付し、社長執行役員は執行機関の長として業務執行に当たります。執行役員は各執行部門

の責任者として毎年、株主総会終了後の取締役会にて選任されます。取締役会は、執行役員を

兼務しない取締役の中から監督機関の長として取締役会会長を選任することにより、監督と執行の

分離を進めてまいります。また、業務執行に対する取締役の監督強化と業務執行上の課題に対す

る迅速な意思決定を強化するために、取締役兼執行役員を常任メンバーとして構成する業務執行

会を本年４月より新設いたしました。業務執行会は、代表取締役兼社長執行役員を議長として、毎

月、議長が設定した業務執行上の重点課題について常任メンバーと関連執行部門が全社の経営

状況を鑑みて適切、且つ、迅速に課題解決に当たってまいります。 

また、当社は監査役会設置方式会社として、監査役会の要件である過半数の社外監査役選任

を２年先駆けて実施いたします。社外監査役には新たに竹中治彦氏（日産自動車㈱常勤監査役）

が本年６月２９日開催の株主総会での選任決議をもって就任する予定であります。これにより当社

の社外監査役は平田雅彦氏（元松下電器産業㈱取締役副社長）とともに２名となり、社内監査役２

名に加えて４名で構成する監査役会の取締役会に対する監査機能を強化いたします。なお、社外

監査役と当社との取引関係はありません。 

当社の経営管理機構の概略図は下記の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、２００３年１０月に、役員・社員と株主の利害を一元化し、中長期目標の達成による企業価

値の一層の向上を図るために、全役員及び全社員と国内外主要子会社の役員及び社員を対象と

したストックオプション制度を導入いたしました。次期においても、引き続き全役員及び全社員と国

内外主要子会社の役員及び社員に対してストックオプションの付与を本年６月の定時株主総会に

てお諮り致します。 

株株株株    主主主主    総総総総    会会会会    

監査役会監査役会監査役会監査役会    
社内監査役２名 

社外監査役２名 

取締役会取締役会取締役会取締役会    
代表取締役兼取締役会会長 

代表取締役１名 

取締役３名 

監査監査監査監査    

業務執行会業務執行会業務執行会業務執行会    
代表取締役兼社長執行役員

取締役兼常務執行役員３名

監督、選任、決定の委任監督、選任、決定の委任監督、選任、決定の委任監督、選任、決定の委任

執行部門執行部門執行部門執行部門    

執行役員 

執行部門執行部門執行部門執行部門  

執行役員

報告

報告報告報告報告  

執行体制執行体制執行体制執行体制  

代表取締役兼社長執行役員代表取締役兼社長執行役員代表取締役兼社長執行役員代表取締役兼社長執行役員  

指揮 

監督 
報告

指揮

監督

内内内内
部部部部
監監監監
査査査査
室室室室

監査監査監査監査    
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３．経３．経３．経３．経    営営営営    成成成成    績績績績    及及及及    びびびび    財財財財    政政政政    状状状状    態態態態    

ⅠⅠⅠⅠ    経営成績経営成績経営成績経営成績    

１．当期の概況１．当期の概況１．当期の概況１．当期の概況    

業績全般の概況業績全般の概況業績全般の概況業績全般の概況                                                                                                                                                                                                            (単位 百万円)        

 当期予想（注1） 当期実績 予想比増減 前期実績 前期比増減

売 上 高 240,000 240,109 109   223,168 16,940

営 業 利 益 29,500 30,726 1,226    25,793 4,932

経 常 利 益     30,000 31,120 1,120 25,895 5,225

当期純利益 15,000 16,239 1,239 12,879 3,360

１株当たり当期純利益 223.68円 240.26円 16.58円 185.29円   54.97円

（注1） 当期予想は中間決算時公表の中間業績予想 

所在地別業績所在地別業績所在地別業績所在地別業績                                                                                                                                                                        (単位 百万円)    

              売上高 （注2）  営業利益  

 当期実績 前期実績 増減額 当期実績 前期実績 増減額 

日  本 190,718 177,560 13,158 27,031 23,116 3,914

アジア 32,700 29,416 3,284 3,073 2,386 687

その他 16,690 16,191 498 587 314 272

  （注 2）売上高は外部顧客に対する売上高 

（１）当期の業績全般の概況（１）当期の業績全般の概況（１）当期の業績全般の概況（１）当期の業績全般の概況    

  当期におけるわが国の経済は、一部には回復基調がみられたものの、個人消費においては依

然として低迷が続いております。一方、当社が主として事業展開しておりますアジアの経済は、概

ね安定した成長基調で推移いたしました。 

このような状況の下で、当期の連結売上高は、前期に比べ 7.6％増加し 2,401 億円と過去最高

の売上高を達成いたしました。国内における売上高は、ベビーケア事業、ヘルスケア事業、クリー

ン＆フレッシュ事業、ペットケア事業といった主力事業において順調に増加し、前期に比べ 131 億

円増加の1,907億円となりました。一方、アジアを中心とした海外事業は、フェミニンケア事業、ベビ

ーケア事業とも順調に売上を伸ばしました。また、その他の地域では、主にヨーロッパにおける大

人用失禁製品の売上が拡大いたしました。この結果、海外法人の外部顧客に対する売上高は、前

期に比べ 37 億円増の 493 億円となり、連結売上高中 20.6％のウエイトを占めるに至りました。 

  利益につきましては、国内事業では増収効果と販売促進費等の経費の効率的な活用により、ま

た、海外事業においては売上拡大に伴う利益率の向上によって、営業利益は 307 億円（前年同期

比 19.1％増）、経常利益は 311 億円（前年同期比 20.2％増）、当期純利益は 162 億円（前年同期

比 26.1％増）と過去最高益となりました。この結果、1 株当たり当期純利益は、240 円 26 銭となり、

前年より 54 円 97 銭増加いたしました。 

  なお、当期の期末配当金につきましては、中間期に公表したとおり、前期末より２円増配の１株

当たり１４円とさせていただく予定です。この結果、中間配当金１株当たり１４円を含めました年間の

配当金は、前期より４円増配の１株当たり２８円となります。 

 



 －7－

（２）主要な部門別営業の概況（２）主要な部門別営業の概況（２）主要な部門別営業の概況（２）主要な部門別営業の概況    

①パーソナ①パーソナ①パーソナ①パーソナルケア事業部門ルケア事業部門ルケア事業部門ルケア事業部門                                                                                                            (単位 百万円)    

 当期実績 前期実績 増減額 増減率 

売 上 高（注3）  205,290    191,898    13,392  7.0% 

営業利益    27,221     23,579 3,642     15.4% 

     （注 3）売上高は外部顧客に対する売上高 

  当期のパーソナルケア事業部門の売上高は、前期に比べ 7.0％増加し、2,052 億円となりました。

営業利益は 272 億円（前期比 15.4％増）と前期比 36 億円の増益となりました。 

 

●●●●    ベビーケア事業ベビーケア事業ベビーケア事業ベビーケア事業    

  国内では、少子化の影響による需要の減少や長引く個人消費の低迷等で競争が一段と激化い

たしました。市場は、販売価格は下げ止まりの兆しを見せ始めたとはいえ、事業の安定には依然と

して厳しい状況にあります。 

当社はこのような環境にあっても、リーディングカンパニーとして消費者の皆様により高い付加価

値を提供させていただくために、パンツタイプ紙オムツの市場浸透促進策を中心に、絶え間ない製

品のリニューアルと積極的なマーケティング活動を推進し、低迷する市場の活性化と収益の拡大

に努めてまいりました。また、２００１年１０月に実施した流通への取引契約の改定やオープンプライ

ス制度が一層、浸透し、店頭での競争力の強化と効率的な販売促進施策が実現いたしました。 

  今までにない柔らかさとはかせやすさ、動きやすさを実現した新『ムーニーマン』は、地区別に順

次発売し、昨年１０月の関東地区発売をもちまして全国発売いたしました。更に本年２月には男女

別に全面カラーデザインを採用した新型『ムーニーマン』を全国発売いたしました。『マミーポコパ

ンツ』『オヤスミマン』も１０月に、『トレパンマン』も２月に全面カラフルデザインに改良し発売いたし

ました。一方、『ムーニー』も２月には｢新生児用｣、｢Ｓサイズ｣に｢うんちポケット｣を採用した『ムーニ

ーおしりピュア』を、３月には東日本地区で｢Ｍサイズ｣、｢Ｌサイズ｣に｢マジカルウェスト｣を採用した

『ムーニーのび～るフィット』をそれぞれ改良発売いたしました。 

 販売促進施策として、オムツ離れのためのトレーニングパンツとして NO.1 のご支持をいただいて

いる『トレパンマン』で夏限定「トレパンマンお試しパック」の発売や、「ユニ・チャーム ベビー サマ

ーキャンペーン」を実施するなど積極的な需要の喚起に努め、市場の活性化に努めました。 

 上記の事業活動に加えて、「育児の負担軽減と育児のすばらしさ・喜びの提供」をする育児生活

向上企業として、コンビ株式会社、和光堂株式会社、株式会社千趣会、SoDaTsu.com（株式会社

K.K. フ ァ ン タ ジ ー ） と ‘ マ マ と 赤 ち ゃ ん の ３ ６ ５ 日 ’ 応 援 サ イ ト ！ ベ ビ ー タ ウ ン

（http://www.babytown.jp/） 、出産を控える”プレママ”のための応援サイト！プレママタウン 

（http://www.premama.jp/）を共同運営し、「ベビータウンポイントキャンペーン」を実施するなど積

極的な展開を図り、育児生活への貢献活動を通じたブランド価値の向上とロイヤルユーザーの拡

大に注力いたしました。 

  海外では、東アジア参入各国（台湾・中国・タイ・マレーシア・シンガポール・インドネシア）におい

て、積極的な販売・マーケティング活動を展開し、市場拡大とテープタイプ『Mａｍｙ Ｐｏｋｏ』のブラ

ンド浸透を図り順調に業容を拡大するとともに、台湾・タイ・マレーシア・シンガポール・インドネシア

においてはテープタイプに加えて、パンツタイプ『Ｍａｍｙ Ｐｏｋｏ Ｐａｎｔｓ』を販売することで市場の
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活性化とシェアの拡大を実現しました。タイ、インドネシアにおいて『Mａｍｙ Ｐｏｋｏ』は既に NO.1 の

シェアを獲得しております。ヨーロッパにおいては、パンツタイプオムツの市場への浸透によって売

上を拡大いたしました。 

  この結果、ベビーケア事業の売上高は、前期に比べ 84 億円増加して 1,010 億円となり、国内売

上高は 776 億円となりました。 

 

●●●●    フェミニンケア事業フェミニンケア事業フェミニンケア事業フェミニンケア事業 

  国内では、生理対象人口が減少しており、市場全体の成長は低調に推移しておりますが、当社

は、生理用品の国内唯一の総合フルラインメーカーとして「女性の快適を科学し、自由を創造す

る」という事業理念のもと、『ソフィ』ブランドから安心と快適を実現する製品の開発・改良に注力し、

市場の活性化を図ってまいりました。 

昨年１０月には生理用ナプキンではじめてのワイドタイプ夜用新製品『ソフィ ワイドガード』を新

発売いたしました。その結果、生理期間中もっともトラブルの多い夜用で高い満足度を提供するこ

とによって高い市場シェアを獲得するとともに、夜用ナプキン市場を大きく成長牽引することができ

ました。同時に、生理用ショーツにおいても、夜用生理用ショーツ『ソフィ ナイトフィット』を追加発

売し、ラインアップの拡大を図ることで夜用市場の活性化に寄与いたしました。 

また、市場シェアにおいて圧倒的 NO.1 シェアの生理用タンポンでは、タンポン啓発活動の一貫

としてタンポンを使っていただきより快適な生理期間を過ごしていただくための使用方法や商品特

長を理解促進する情報提供活動を実施いたしました。従来の雑誌広告だけではなく流通の皆様の

ご協力を得ながら店頭での『お知らせカード』の設置、雑誌広告、Web 情報サイトの充実などを進

めてまいりました。当期は『ソフィ』ブランド誕生２０周年を迎え、販売活動において「ソフィ誕生２０周

年記念キャンペーン」を実施するなど積極的な需要の喚起に努めてまいりました。 

このような活動を通じて、国内生理用品ブランドとして市場 NO.1 シェアだけでなく、消費者の意

識において最も認知、支持される「信頼と親しみあるブランド」としてブランド支持率 NO.1 の地位も

確立いたしました。 

海外では、台湾・タイ・インドネシアなどの参入各国で堅調に推移いたしました。 

この結果、フェミニンケア事業の売上高は、前期に比べ 5 億円減少して 563 億円となり、国内売

上高は 382 億円となりました。 

 

●●●●    ヘルスケア事業ヘルスケア事業ヘルスケア事業ヘルスケア事業 

  当期における国内ヘルスケア事業は、成長市場における競争激化の中で、市場を上回る成長

で売上高を拡大いたしました。高齢化が進む中、市場の確実な成長とともに、「生命(いのち)の歓

びを追求する」を事業理念に、心と身体の寝たきりゼロを目指して、『ライフリー』ブランドの開発・改

良に注力してまいりました。 

発売以来、圧倒的なご支持をいただいている、パンツタイプ紙オムツ『ライフリー リハビリパン

ツ』、『ライフリー うす型長時間安心パンツ』、『ライフリー うす型軽快パンツ』は、新開発の超やわ

らか素材を採用し、下着のようなやわらかさと共に上げ下げのし易さを実現しました。 

  テープタイプ紙オムツ用部分吸収パッド『ライフリー 尿とりパッド』、『ライフリー 尿とりパッド 強

力スーパー』は、大量消費の実態に対応し、入り枚数の多い「スーパージャンボパック」を発売いた
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しました。一方、大きな潜在需要のある軽度失禁カテゴリーにおいては、尿吸収ライナーとしては、

『チャームナップ さわやかライナー』シリーズのパッケージを一新すると共に『チャームナップ さわ

やか超吸収 多くても安心用』、『チャームナップ さわやか超吸収 長時間安心用』を新発売し、

尿量に応じたきめ細かいラインアップを提供いたしました。また、同じく軽度失禁カテゴリーから軽

失禁パッドとして、『ライフリー さわやかパッド』の商品改良およびパッケージを一新いたしました。

これによって軽度失禁カテゴリー製品は堅調に売上を拡大いたしました。 

  昨年１１月より｢座ることから始まるリハビリ｣をコンセプトとして離床を促す『ライフリー 座位安心

パッド』を施設病院向けに発売し、本年３月には一般小売店向けにも『ライフリー 座っても安心尿

とりパッド』として販売を開始いたしました。 

これらの製品の拡充に加えて、「排泄ケア研究所」において、外部の識者と共同での排泄ケアシ

ステムの開発に注力するとともに、介護師や看護師、ケアマネージャー、ホームヘルパーなどの資

格を持つ専門スタッフと営業員が各地域の病院や介護施設に密着し、介護を受ける人、ケアする

人の双方にとって最適な排泄リハビリケアの啓発・提案と販売活動を推進してまいりました。 

 また、消費者の排泄介護に関する悩みや相談に専門アドバイザーがお応えする「ライフリーいき

いきダイヤル」サービスや当社ホームページ（http://www.unicharm.co.jp/）により介護情報を提供

するなど介護者のメンタルケアにまで踏み込んだ介護支援サービスを展開することで『ライフリー』

ブランドの価値向上に努めております。 

一方、昨年１月に発売し、多くの方のご支持を得た、花粉症用不織布マスク『ユニ･チャーム 超

立体マスク』の新しいラインアップとして昨年１０月に『ユニ･チャーム 超立体マスク かぜ・インフル

エンザ用』を発売し、マスク市場において NO.1 シェアを獲得いたしました。 

海外では、台湾に続き、タイにおいても昨年５月に『Ｌｉｆｒｅｅ』を発売し、両国における『Ｌｉｆｒｅｅ』ブ

ランドの浸透を加速するとともに、ヨーロッパを中心としたパンツタイプ大人用紙オムツも順調に売

上を拡大しております。 

 

●●●●    ククククリーン＆フレッシュ事業リーン＆フレッシュ事業リーン＆フレッシュ事業リーン＆フレッシュ事業    

  当社がこれまで培ってまいりました不織布・吸収体技術を応用した製品を通じて、お客様へ清

潔・安心・新鮮を提供するクリーン＆フレッシュ事業では、一般用ウェットティッシュ『シルコット ウェ

ットティッシュ』において新たに『シルコット ウェットティッシュ安心除菌』を発売し、品揃えの強化を

図ってまいりました。化粧パフ NO.1 ブランドの『シルコット』ブランドはパッケージを一新して改良新

発売いたしました。キッチンペーパー分野では、使い捨てシート『クックアップ』を、キッチン

ペーパーとしてはもちろん、ふきんとしても使えて、濡らしても破れず便利で経済的な『ク

ックアップ キッチンクロス』として改良新発売いたしました。また、当社が「ウェーブ」

のシート技術をライセンス供与し、プロクター･アンド･ギャンブル社が、北米において販

売する「スイッファー ダスターズ（Swiffer Dusters）」は順調に売上を拡大しています。 
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②ペットケア事業部門②ペットケア事業部門②ペットケア事業部門②ペットケア事業部門                                                                                                                                                        (単位 百万円)    

 当期実績 前期実績 増減額 増減率 

売 上 高（注4）        23,553    21,917     1,635   7.5% 

営業利益   2,168      1,199 968  80.8% 

     （注 4）売上高は外部顧客に対する売上高 

  当期のペットケア部門の売上高は、前期に比べ 7.5％増加し 235 億円、営業利益は 9 億円増益

の 21 億円となりました。 

連結子会社ユニ・チャームペットケア株式会社にて事業運営しておりますペットケア事業におけ

る市場は、高齢化に伴うペット飼育世帯の増加などにより、中長期にわたり確実に成長が期待され

る有望市場であります。 

このような市場環境下において、ペットフード製品では『ねこ元気 体重が気になる猫用』や、『ね

こ元気 毛玉ケア体重が気になる猫用』、『愛犬元気 １１歳以上用』、『愛犬元気 健康ビスケット』

シリーズなど愛猫・愛犬の健康とおいしさを追求した新製品を積極的に発売することによって高付

加価値セグメント市場を創造するとともに、売上高を拡大いたしました。一方、ペットトイレタリー用

品では、不織布・吸収体技術を応用した『ユニ・チャーム ペットケア 除菌オシッコ汚れふきシー

ト』、『ペット用紙オムツ大型犬用』などの新発売とともに、１週間取り替えなくてもニオわない、トイレ

システムの『ユニ・チャーム ペットケア １週間消臭・抗菌デオトイレ』を新発売し、順調に収益が拡

大いたしました。 

本年３月には、ペットフード製品では『ねこ元気 銀のスプーン』、『ゲインズパックン 小型犬用』、

『愛犬元気缶 １１歳以上用』、『愛犬元気缶 角切り７歳以上用』、一方ペットトイレタリー製品『ユ

ニ･チャーム ペットケア 薬用ノミ・ダニ ケアスポット』、『ユニ･チャーム ペットケア １日１枚消臭

抗菌スーパーデオシート』など市場の創造と拡大に貢献できる商品を発売いたしました。 

    

③その他部門③その他部門③その他部門③その他部門                                                                                                                                                                        (単位 百万円) 

 当期実績 前期実績 増減額 増減率 

売 上 高（注5）     11,266       9,352  1,913 20.5% 

営業利益     1,323       1,011   311 30.8%

     （注 5）売上高は外部顧客に対する売上高 

  当期のその他部門は、売上高は、112 億円と前期に比べ 20.5％増加し、営業利益は、13 億円と

なりました。 

  その他部門では、スーパーマーケットなどを顧客とする食品包材事業は、不織布・吸収体技術を 

活かしたトレイマット『フレッシュマスター』が堅調に売上高を拡大いたしました。 
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２．次期の見通し２．次期の見通し２．次期の見通し２．次期の見通し                                                                                                                                                                (単位 百万円)    
 次期予想 当期実績 増減額 増減率 

売 上 高       252,000       240,109      11,890      5.0％

営 業 利 益        32,200        30,726       1,473      4.8％

経 常 利 益        32,500        31,120       1,379      4.4％

当期純利益        17,400        16,239 1,160       7.1％

１株当たり当期純利益      259.40円      240.26円     19.14円      8.0％ 

  当社を取巻く事業環境をみますと、国内においては企業業績、個人消費ともに回復傾向が見え

始めましたが、競争の激化による厳しい市場環境が依然として予想されます。また、アジアでは、市

場拡大の加速につれてグローバルブランド間での競争が更に激化するものと予想されます。 

  このような状況の下、第６次４８ヶ月経営計画（ＳＡＰＳ計画）の基本方針に基づき、常にお客様の

ニーズを的確に捉え、高いブランド価値と新たな市場を創造するマーケティング活動や商品開発

および技術力の強化によって成長市場へ積極的に事業拡大を図ってまいります。また、サプライチ

ェーントータルのコスト削減や経費の効率化により収益構造の抜本的改革を図り、より一層、収益

力の強化を図りたいと考えています。 

  国内事業は、ベビーケア事業において、製品力を画期的にリニューアルした新『ムーニーマン』

および新『ムーニー』そして新たに発売する『ムーニーマン 水あそびパンツ』により、市場の創造と

活性化による売上拡大と収益力強化を図ってまいります。フェミニンケア事業は、『ソフィ ワイドガ

ード』シリーズによる新カテゴリーの創造とマーケティングの積極展開により一層のブランド力強化

を行ってまいります。一方、ヘルスケア事業は、『ライフリー』ブランドの更なる製品力強化と業界有

数の豊富なラインアップ展開により多様なニーズにきめ細かく対応するとともに、排泄リハビリケアシ

ステムの啓発活動を強化し、市場成長を上回るスピードで業容の拡大を図ってまいります。また、ク

リーン＆フレッシュ事業では、引き続き『ウェーブ』シリーズのブランド浸透を強化しながら商品の革

新により新しい市場を創造してまいります。 

上記の事業活動に加えて、在宅介護の応援サイト！排泄ケアナビ(http://www.carenavi.jp/) を

開設し、介護生活への貢献に更に注力してまいります。 

  ペットケア事業においては、不織布・吸収体技術を生かしたペットトイレタリー用品のラインアッ

プ拡大を図るとともに、ペットフードでは市場の変化に対応した高機能高付加価値商品ラインの拡

充と積極的なマーケティング展開を図り、収益の拡大を図ってまいります。 

  海外事業においては、東アジア主要各国において『ＳＯＦＹ』ブランドでフェミニンケア事業の拡

大成長を更に加速いたします。ベビーケア事業においては、『Ｍａｍｙ Ｐｏｋｏ』の積極的なマーケテ

ィング展開と生産･供給体制の整備を進め、ブランド浸透と事業拡大を加速してまいります。また、

ヘルスケア事業においては、大人用紙オムツ『Ｌｉｆｒｅｅ』ブランドを、台湾とタイの２カ国で積極的に

展開することによって、海外事業における第３の柱を育成してまいります。 

  以上により、次期の連結売上高は、過去最高の 2,520億円（当期実績比 5.0％増）、営業利益は、

322億円（当期実績比 4.8％増）、経常利益は 325億円（当期実績比 4.4％増）、当期純利益は174

億円（当期実績比 7.1％増）とそれぞれ過去最高益を予想しております。この結果、1 株当たり当期

純利益は 259 円 40 銭となり当期実績より 19 円 14 銭増加いたします。 
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  また、次期の年間の配当金は、当期より1株当たり２円増配の３０円とし、中間配当金は1株当た

り 1 円増配の１５円とさせていただく予定であります。 

    

ⅡⅡⅡⅡ    財政状態財政状態財政状態財政状態        

１．当期の概況１．当期の概況１．当期の概況１．当期の概況                                                                                                                                                            (単位 百万円)    

当期 前期 増減 

総 資 産 209,002 187.987 21,014

株 主 資 本  123,708 113,136 10,571

株 主 資 本 比 率  59.2% 60.2% △1.0%

  (単位 百万円)

当期 前期 増減 

営業活動によるキャッシュ・フロー 36,915 27,185 9,730

投資活動によるキャッシュ・フロー △25,836 △26,410 574

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,933 △9,805 1,872

現金及び現金同等物期末残高 44,434 41,568 2,865

  当期の財政状態は、前期末より現金預金が 27 億円増加、受取手形及び売掛金が 21 億円増加、

有価証券が 10 億円増加、たな卸資産が 4 億円増加、機械装置及び運搬具が 27 億円増加、建設

仮勘定が 46億円、投資有価証券が112億円増加する等により、総資産は、2,090億円となりました。

また、株主資本は、その他有価証券評価差額金が 26 億円増加、為替換算調整勘定が 11 億円減

少及び利益剰余金が143億円増加する等により 1,237億円となりました。この結果、株主資本比率

は、前期末に比べ 1.0 ポイント減少し、59.2％となりました。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、前期より 97 億円増加して 369 億円となりました。税金等調

整前当期純利益は 297 億円、減価償却費は 116 億円となっております。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、△258 億円となりました。設備投資は、前期より 49 億円増

加して 181 億円となりました。設備投資の主な内訳は、海外事業の業容の拡大による設備増設や

国内主力事業での新製品設備、商品改良に伴う設備改造等となっております。 

財務活動によるキャッシュ･フローは、△79億円となりました。資本効率の向上と株主の皆様への

継続的な利益還元のため、当期において株式数 99 万 9 千株、取得価額 53.2 億円で自己株を公

開買付にて取得し、金庫株として保有いたしております。 

以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前期末より 28 億円増加して 444 億円と

なりました。 

 

２．次期の見通し２．次期の見通し２．次期の見通し２．次期の見通し    

    営業活動によるキャッシュ・フローの中では、主に収益の拡大による税金等調整前当期純利益の

増加を予定しております。 

投資活動によるキャッシュ・フローの中では、当期に引き続き、海外事業の業容拡大のための設

備増設や国内主力事業での新製品設備、商品改良に伴う設備改造など、設備投資を積極的に行

う予定であります。 
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以上の結果、来期の現金及び現金同等物の期末残高は、当期末より増加することを予定し

ており、引き続き健全な財務体質への強化を図ってまいります。 

    

３．キャッシュ・フロー指標のトレンド３．キャッシュ・フロー指標のトレンド３．キャッシュ・フロー指標のトレンド３．キャッシュ・フロー指標のトレンド    

    

 平成13年3月期 平成14年3月期 平成15年3月期 平成16年3月期

株主資本比率（％）     58.7     58.4     60.2    59.2 

時価ベースの株主資本比率（％）    212.9    136.8    167.3   158.4 

債務償還年数（年）      0.4      0.4      0.3     0.1 

インタレスト・カバレッジ・レシオ     48.6     70.1     74.5   124.2 

 

（注） 株主資本比率 ： 株主資本／総資産 

    時価ベースの株主資本比率 ： 株式時価総額／総資産 

    債務償還年数 ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

    インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

 

 ※ １．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

２． 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出して

おります。 

３． 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フ

ローを使用しております。有利子負債は、期末連結貸借対照表に計上されている負債の

うち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、期

末連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 



４．連 結 財 務 諸 表 等 ４．連 結 財 務 諸 表 等 ４．連 結 財 務 諸 表 等 ４．連 結 財 務 諸 表 等 
(1) 連結貸借対照表(1) 連結貸借対照表(1) 連結貸借対照表(1) 連結貸借対照表

(単位　百万円)
期　　 当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度 前連結会計年度 増 　減

（平成16年3月31日現在） （平成15年3月31日現在） (△印減）
  科　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額

資　産　の　部 ％ ％

Ⅰ 流  動  資  産 94,575 45.3 88,499 47.1 6,076 

現 金 及 び 預 金 34,434 31,673 2,760 

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 29,016 26,881 2,135 

有 価 証 券 13,922 12,851 1,070 

た な 卸 資 産 12,421 11,932 489 

繰 延 税 金 資 産 2,530 1,820 710 

そ の 他 2,424 3,607 △ 1,183 

貸 倒 引 当 金 △173 △266 93 

Ⅱ 固  定  資  産 114,426 54.7 99,488 52.9 14,937 

１．有 形 固 定 資 産 77,306 37.0 71,089 37.8 6,216 

建 物 及 び 構 築 物 23,117 23,960 △ 843 

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 33,046 30,266 2,780 

土 地 13,325 13,610 △ 284 

建 設 仮 勘 定 6,856 2,232 4,624 

そ の 他 959 1,019 △ 60 

２．無 形 固 定 資 産 2,903 1.4 3,309 1.8 △ 405 

３．投 資 そ の 他 の 資 産 34,216 16.3 25,089 13.3 9,126 

投 資 有 価 証 券 27,603 16,320 11,282 

保 険 積 立 金 2,935 2,907 27 

繰 延 税 金 資 産 1,006 2,828 △ 1,822 

再評価に係る繰延税金資産 1,408 1,401 6 

そ の 他 2,304 2,772 △467 

貸 倒 引 当 金 △1,042 △1,141 99 

資 産 合 計 209,002 100.0 187,987 100.0 21,014 
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(単位　百万円)
期　　 当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度 前連結会計年度 増　減

（平成16年3月31日現在） （平成15年3月31日現在） (△印減）

  科　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額

負　債　の　部 ％ ％

Ⅰ 流  動  負  債 66,874 32.0 58,520 31.1 8,353 

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 25,990 27,778 △ 1,788 

短 期 借 入 金 4,570 3,917 653 

一年以内償還予定の社債 - 1,000 △ 1,000 

未 払 金 20,798 17,238 3,559 

未 払 法 人 税 等 9,290 2,637 6,652 

賞 与 引 当 金 3,139 2,758 381 

そ の 他 3,083 3,189 △ 105 

Ⅱ 固  定  負  債 11,505 5.5 10,427 5.6 1,078 

社 債 1,000 1,000 　　　　　　-

長 期 借 入 金 557 710 △153 

退 職 給 付 引 当 金 6,027 4,934 1,093 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 1,123 1,249 △125 

そ の 他 2,797 2,532 264 

負 債 合 計 78,379 37.5 68,947 36.7 9,432 

少 数 株 主 持 分

少 数 株 主 持 分 6,913 3.3 5,903 3.1 1,010 

資 　本 　の 　部

Ⅰ 資 本 金 15,992 7.7 15,992 8.5 　　　　　　-

Ⅱ 資 本 剰 余 金 18,590 8.9 18,590 9.9 　　　　　　-

Ⅲ 利 益 剰 余 金 101,831 48.7 87,462 46.6 14,369 

Ⅳ 土 地 再 評 価 差 額 金 △2,052 △ 1.0 △2,059 △ 1.1 6 

Ⅴ その他有価証券評価差額金 4,109 2.0 1,478 0.8 2,630 

Ⅵ 為 替 換 算 調 整 勘 定 △2,654 △ 1.3 △1,553 △ 0.9 △1,100 

Ⅶ 自 己 株 式 △12,108 △ 5.8 △6,775 △ 3.6 △5,333 

資 本 合 計 123,708 59.2 113,136 60.2 10,571 

負債、少数株主持分及び資本合計 209,002 100.0 187,987 100.0 21,014 
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(2) 連結損益計算書(2) 連結損益計算書(2) 連結損益計算書(2) 連結損益計算書
(単位　百万円)

期　　　 当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度 前連結会計年度 増    減
自 平成15年4月 1日 自 平成14年4月 1日 ( △印減 )
至 平成16年3月31日 至 平成15年3月31日

科　目 金　額 百分比 金　額 百分比 金  額
％ ％

Ⅰ売       上       高 240,109  100.0 223,168 100.0 16,940 
Ⅱ売    上    原    価 132,074 55.0 123,882 55.5 8,191 

108,035 45.0 99,286 44.5 8,749 
Ⅲ販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 77,309 32.2 73,492 32.9 3,816 

30,726 12.8 25,793 11.6 4,932 

Ⅳ営   業   外   収   益 1,593 0.7 1,263 0.5 330 
受 取 利 息 364 246 118 
受 取 配 当 金 140 73 66 
有 価 証 券 売 却 益 17 21 △4 
助 成 金 収 入 150 - 150 
そ の 他 921 921 0 

Ⅴ営   業   外   費   用 1,199 0.5 1,161 0.5 37 
支 払 利 息 297 360 △62 
売 上 割 引 403 383 19 
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 3 71 △ 67 
為 替 差 損 309 50 258 
そ の 他 184 294 △ 110 

31,120 13.0 25,895 11.6 5,225 

Ⅵ特    別    利    益 797 0.3 535 0.3 262 
固 定 資 産 売 却 益 249 503 △ 253 
損 害 補 償 金 88 - 88 
係 争 和 解 金 281 - 281 
そ の 他 178 31 146 

Ⅶ特    別    損    失 2,211 0.9 3,533 1.6 △ 1,322 
固 定 資 産 処 分 損 909 1,243 △ 333 
投 資 有 価 証 券 評 価 損 33 391 △ 358 
退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額 1,224 1,224             -
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 - 250 △ 250 
投 資 有 価 証 券 売 却 損 - 162 △ 162 
そ の 他 43 262 △ 218 

29,706 12.4 22,896 10.3 6,810 
12,826 5.3 5,946 2.7 6,880 
△723 △ 0.3 3,023 1.3 △ 3,747 
1,363 0.6 1,046 0.5 316 
16,239 6.8 12,879 5.8 3,360 

売 上 総 利 益

少 数 株 主 利 益

当 期 純 利 益

経 常 利 益

営 業 利 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
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(3) 連結剰余金計算書(3) 連結剰余金計算書(3) 連結剰余金計算書(3) 連結剰余金計算書
(単位　百万円)

期　　 当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度 前連結会計年度
自 平成15年4月 1日 自 平成14年4月 1日
至 平成16年3月31日 至 平成15年3月31日

科　目 金　額 金　額

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資 本 剰 余 金 期 首 残 高 18,590 18,590

Ⅱ 資 本 剰 余 金 期 末 残 高 18,590 18,590

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利 益 剰 余 金 期 首 残 高 87,462 80,048

Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高 16,239 12,879

当 期 純 利 益 16,239 12,879

Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高 1,870 5,465

配 当 金 1,740 1,517

役 員 賞 与 130 98

土 地 再評価差額金取崩高 - 3,849

Ⅳ 利 益 剰 余 金 期 末 残 高 101,831 87,462
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(4) 連結キャッシュ・フロー計算書(4) 連結キャッシュ・フロー計算書(4) 連結キャッシュ・フロー計算書(4) 連結キャッシュ・フロー計算書
(単位　百万円)

期　　 当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度 前連結会計年度
自 平成15年4月 1日 自 平成14年4月 1日
至 平成16年3月31日 至 平成15年3月31日

科　目 金　額 金　額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 29,706 22,896
減 価 償 却 費 11,616 11,023
貸 倒 引 当 金 の 増 減 ( △ ) 額 △193 374
退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 1,093 1,051
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 増 減 ( △ ) 額 △125 37
受 取 利 息 及 び 配 当 金 △504 △320
支 払 利 息 297 360
投 資 有 価 証 券 評 価 損 33 391
固 定 資 産 売 却 益 △249 △503
固 定 資 産 処 分 損 909 1,128
売 上 債 権 の 増 ( △ ) 減 額 △2,135 1,788
た な 卸 資 産 の 増 加 額 △489 △555
仕 入 債 務 の 減 少 額 △1,788 △4,001
そ の 他 流 動 負 債 の 増 加 額 3,085 2,522
そ の 他 504 1,132

小       計 41,760 37,326
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 438 293
利 息 の 支 払 額 △297 △364
法 人 税 等 の 支 払 額 △4,985 △10,068

    営業活動によるキャッシュ・フロー 36,915 27,185

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △2,205 △3,011
有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 3,330 721
有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △18,137 △13,187
有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 894 3,115
無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △912 △1,624
投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △10,831 △10,708
投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 2,076 721
事 業 売 却 に よ る 収 入 15 535
保 険 積 立 に よ る 支 出 - △2,864
そ の 他 △65 △107

    投資活動によるキャッシュ・フロー △25,836 △26,410

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
短 期 借 入 金 の 純 増 減 ( △ ) 額 566 △941
長 期 借 入 に よ る 収 入 50 -
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △311 △295
社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △1,000 -
少 数 株 主 の 払 込 に よ る 収 入 229 -
少数株主からの子会社株式買入による支出 △79 -
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △5,333 △6,773
配 当 金 の 支 払 額 △1,740 △1,517
少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △315 △277

    財務活動によるキャッシュ・フロー △7,933 △9,805

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △280 △187

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減（△）額 2,865 △9,217

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 41,568 50,785

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 44,434 41,568
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連結財務諸表の作成の基本となる事項連結財務諸表の作成の基本となる事項連結財務諸表の作成の基本となる事項連結財務諸表の作成の基本となる事項

１．連結の範囲に関する事項

子会社（２７社）は全て連結しております。

主要会社名： ユニ・チャームプロダクツ(株)､ユニ・チャームペットケア（株）
Uni-Charm Co.,Ltd．､嬌聯股份有限公司
上海尤妮佳有限公司､Uni-Charm(Thailand) Co.,Ltd．
尤妮佳生活用品（中国）有限公司、

（新規） 当連結会計年度において新たに設立した子会社１社
ユニ・チャームエデュオ(株)

以下の連結子会社は清算が結了しましたが、清算時点までの損益計算書を連結しております。
Siam Uni-Charm Co.,Ltd．
MRD Machinery Co.,Ltd．

   Uni-Heartous Pet Products USA,Inc．
２．持分法の適用に関する事項

関連会社（２社）については、持分法を適用しております。

関連会社　ユニ・チャームメンリッケ(株)

　　　　　　 (株)ザ・ファン

３．連結子会社等の事業年度に関する事項

連結子会社のうち、海外子会社１7社及び持分法適用会社１社の決算日は１２月３１日であります。

なお、連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との差異期間に発生した

重要な取引については､連結上必要な調整を行なっております｡

４．会計処理基準に関する事項

   (1)重要な資産の評価基準及び評価方法

      ①有価証券

  　満期保有目的の債券････････････････ 償却原価法(定額法)

  　その他有価証券

 　　　時価のあるもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

 　　　時価のないもの 移動平均法による原価法

      ②たな卸資産

        製品・商品･････････････････････････････総平均法による原価法

(一部の連結子会社は､総平均法による低価法)

        原材料････････････････････････････････ 移動平均法による原価法

(一部の連結子会社は､総平均法による低価法)

        仕掛品････････････････････････････････ 総平均法による原価法

        貯蔵品････････････････････････････････ 総平均法による原価法  

      ③デリバティブ等･････････････････････････連結決算日の市場価格等に基づく時価法

   (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

      ①有形固定資産･････････････････････････主として定率法

 ただし､当社及び国内連結子会社は､平成10年４月１日以降取得した建物（建

物附属設備を除く）については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　　建物及び構築物・・・・・・・・・・・２～５０年

　　　機械装置及び運搬具・・・・・・・２～１５年

      ②無形固定資産･････････････････････････定額法

なお、主な耐用年数は、営業権は５年、ソフトウェア(自社利用分)は社内におけ

る見込利用可能期間（５年）によっております。

   (3)重要な引当金の計上基準

      ①貸倒引当金･･･････････････････････････債権の貸倒れによる損失に備えるため、当社及び国内連結子会社は、一般債

権については貸倒実績率による見積額を、貸倒懸念債権等特定債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 また、在外連結子会社は主として特定の債権について回収不能見込額を計上

しております。

      ②賞与引当金･･･････････････････････････従業員に対する賞与の支給に充てるため､次回支給予定額のうち当連結会計年

度に対応する金額を計上しております｡
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      ③退職給付引当金･･････････････ 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込み額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を

計上しております。

会計基準変更時差異 （6,458百万円）については、５年による定額法により按分した額を

費用処理しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年)

による定額法により按分した額を費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理しております。

(追加情報）

当社及び国内連結子会社が加入しているユニ･チャーム厚生年金基金は、確定給付企

業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行分について、平成15年7月25日に厚生

労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けました。

当連結会計年度末日現在において測定された返還相当額（最低責任準備金）は4,557

百万円であり、当該返還相当額（最低責任準備金）の支払が当連結会計年度末日に行

われたと仮定して「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」　（日本公認会計士協

会会計制度委員会報告第13号）　第44-2項を適用した場合に生じる損益の見込額は

3,817百万円であります。

      ④役員退職慰労引当金･･････････当社及び一部の連結子会社は､役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労

金規程に基づく当連結会計年度末要支給額を計上しております｡

   (4)重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定に含めております。

   (5)重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については､通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。

   (6)ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、

振当処理を行っております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段････････････････為替予約

ヘッジ対象・・･････････････ 外貨建予定取引

③ ヘッジ方針

当社の内部規程である「デリバティブ取引リスク管理方針」に基づき、為替変動リスクをヘッジしております。

なお、主要なリスクである輸入取引による外貨建金銭債務の為替変動リスクに関しては、原則として債務

金額の７０％程度をヘッジする方針であります。

④ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその後も

継続して、相場変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定することができるため、

ヘッジ有効性の判定は省略しております。

   (7)その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は､全面時価評価法によっております｡

６．連結調整勘定の償却に関する事項

連結調整勘定のうち重要なものは発生日以後５年間で均等償却し､その他は発生日に償却しております｡

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項

連結剰余金計算書は､連結会社の利益処分について､連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成して

おります｡

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価格の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。
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注記事項注記事項注記事項注記事項
(連結貸借対照表関係)

当当当当連連連連結結結結会会会会計計計計年年年年度度度度 前連結会計年度

１.関連会社に対するものが次のとおり含まれております。
投資有価証券（株式） 351 百万円 289 百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 94,721 百万円 88,449 百万円

３．持分法適用関連会社の金融機関からの借入金に対する保証債務
- 百万円 50 百万円

４．　当社は、「土地の再評価に関する法律」（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）及び「土地の再
評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成１３年３月３１日改正）にもとづき、事業用の土地
の再評価を行っております。なお、当該評価差額に係る税金相当額を再評価に係る繰延税金資産とし
て資産の部に計上し、これを加算した金額を土地再評価差額金として資本の部に計上しております。

   再評価の方法
     土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第５号に
     定める鑑定評価額により算出
   再評価を行った年月日        平成１３年３月３１日

当当当当連連連連結結結結会会会会計計計計年年年年度度度度 前連結会計年度

   再評価を行った事業用土地の当連結会計年度
　 末における時価と再評価後の帳簿価額との差 △ 1,679 百万円 △ 1,087 百万円

５．連結会社及び持分法を適用した非連結子会社並びに関連会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式数は、
　　普通株式2,506,594 株であります。

(連結損益計算書関係)
当当当当連連連連結結結結会会会会計計計計年年年年度度度度 前連結会計年度

１．販売費及び一般管理費の主な内訳
13,560 百万円 11,479 百万円
21,410 百万円 20,671 百万円
9,450 百万円 9,050 百万円
8,363 百万円 8,117 百万円
1,709 百万円 1,603 百万円
926 百万円 1,199 百万円
58 百万円 62 百万円

2,209 百万円 2,272 百万円

２．研究開発費の総額
一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究開発費

4,688 百万円 4,529 百万円

３．固定資産売却益の内訳
土地 231 百万円 490 百万円
その他 17 百万円 13 百万円

４．固定資産処分損の内訳
建物及び構築物 211 百万円 357 百万円
機械装置及び運搬具 577 百万円 556 百万円
土地 3 百万円 115 百万円
ソフトウェア 11 百万円 183 百万円
その他 107 百万円 31 百万円

販 売 運 賃 諸 掛
販 売 促 進 費
広 告 宣 伝 費
従 業 員 給 与 ・ 賞 与
賞 与 引 当 金 繰 入 額
退職給付引当金繰入額
役員退職慰労引当金繰入額
減 価 償 却 費

－２２－



(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

    現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

当当当当連連連連結結結結会会会会計計計計年年年年度度度度 前連結会計年度
34,434 百万円 31,673 百万円
13,922 百万円 12,851 百万円
48,356 百万円 44,524 百万円

0 百万円 104 百万円
3,922 百万円 2,851 百万円
44,434 百万円 41,568 百万円

(リース取引関係)

   ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
当当当当連連連連結結結結会会会会計計計計年年年年度度度度 前連結会計年度

（繰延税金資産）
　流動資産　
　　未払事業税 803 百万円 154 百万円
　　賞与引当金 1,173 百万円 920 百万円
　　未実現利益 - 百万円 52 百万円
　　その他 553 百万円 915 百万円
　　　小計 2,530 百万円 2,042 百万円
　固定資産
　　投資有価証券 1,106 百万円 1,093 百万円
　　税務上の繰延資産 244 百万円 495 百万円
　　退職給付引当金 2,249 百万円 1,690 百万円
　　役員退職慰労引当金 457 百万円 506 百万円
　　貸倒引当金 318 百万円 410 百万円
　　繰越欠損金 - 百万円 - 百万円
　　その他 152 百万円 60 百万円
　　　小計 4,529 百万円 4,256 百万円
繰延税金資産（固定資産）計 6,996 百万円 4,256 百万円
　　　　　繰延税金資産合計 7,060 百万円 6,299 百万円
（繰延税金負債）
　流動負債
　　未収事業税 - 百万円 101 百万円
　　その他 - 百万円 121 百万円
　　　　　小計 - 百万円 222 百万円
　固定負債
　　留保利益 648 百万円 409 百万円
    その他有価証券評価差額金 2,830 百万円 1,007 百万円
　　その他 42 百万円 11 百万円
　　　　　小計 3,523 百万円 1,428 百万円
　　　　　繰延税金負債合計 3,523 百万円 1,650 百万円

繰延税金資産（又は負債）の純額
　流動資産 2,530 百万円 1,820 百万円
　固定資産 1,006 百万円 2,828 百万円
　　　　　合計 3,537 百万円 4,648 百万円

（再評価に係る繰延税金資産）
　　土  地 1,408 百万円 1,401 百万円

現 金 及 び 預 金 勘 定
有 価 証 券 勘 定

計
預入期間が３ヶ月を超える定期預金
株式及び証券投資信託の受益証券

現 金 及 び 現 金 同 等 物

－２３－



５．セグメント情報５．セグメント情報５．セグメント情報５．セグメント情報

(1)事業の種類別セグメント情報(1)事業の種類別セグメント情報(1)事業の種類別セグメント情報(1)事業の種類別セグメント情報

当連結会計年度（自 平成15年4月1日  至 平成16年3月31日）当連結会計年度（自 平成15年4月1日  至 平成16年3月31日）当連結会計年度（自 平成15年4月1日  至 平成16年3月31日）当連結会計年度（自 平成15年4月1日  至 平成16年3月31日） (単位　百万円)

パーソナルケア ペットケア そ の 他 計 消去又は全社 連    結

Ⅰ．売上高及び営業損益
    売 上 高
   (1)外部顧客に対する売上高 205,290 23,553 11,266 240,109 － 240,109 
   (2)セグメント間の内部売上高 42 － 46 89 (89) － 
　  　又は振替高

計 205,332 23,553 11,312 240,198 (89) 240,109 
    営　業　費　用 178,111 21,384 9,989 209,486 (102) 209,383 
    営　業　利　益 27,221 2,168 1,323 30,712 13 30,726 
Ⅱ．資産、減価償却費及び
　　資本的支出
    資       産 121,783 13,203 33,375 168,362 40,639 209,002
    減 価 償 却 費 10,917 242 457 11,616 － 11,616
    資 本 的 支 出 18,766 302 418 19,487 － 19,487

前連結会計年度（自 平成14年4月1日  至 平成15年3月31日） (単位　百万円)

パーソナルケア ペットケア そ の 他 計 消去又は全社 連    結

Ⅰ．売上高及び営業損益
    売 上 高
   (1)外部顧客に対する売上高 191,898 21,917 9,352 223,168 － 223,168 
   (2)セグメント間の内部売上高 41 － 126 167 (167) － 
　  　又は振替高

計 191,939 21,917 9,479 223,336 (167) 223,168 
    営　業　費　用 168,360 20,718 8,467 197,546 (171) 197,375 
    営　業　利　益 23,579 1,199 1,011 25,790 3 25,793 
Ⅱ．資産、減価償却費及び
　　資本的支出
    資       産 118,052 12,092 24,526 154,671 33,315 187,987
    減 価 償 却 費 10,286 298 438 11,023 － 11,023
    資 本 的 支 出 14,525 136 149 14,811 － 14,811
  (注)1.事業区分の方法
        各事業区分の方法は、製品・販売市場等の類似性を考慮して、当社の売上集計区分によっております。
      2.各事業区分の主要製品
         (1) パーソナルケア････ベビーケア関連製品、フェミニンケア関連製品、ヘルスケア関連製品等
         (2) ペットケア････････ペットフード製品、ペットトイレタリー製品
         (3) そ の 他･････････ 食品包材製品、産業資材製品、幼児教育事業、ファイナンス業務等、その他
      3.当連結会計年度における資産のうち､消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は､ 68,613百万円であり、
        その主なものは親会社の現金預金､有価証券及び投資有価証券であります。

前連結会計年度 50,662　百万円

－２４－



(2)所在地別セグメント情報(2)所在地別セグメント情報(2)所在地別セグメント情報(2)所在地別セグメント情報

　当連結会計年度（自 平成１５年４月１日～ 至 平成１６年３月３１日）　当連結会計年度（自 平成１５年４月１日～ 至 平成１６年３月３１日）　当連結会計年度（自 平成１５年４月１日～ 至 平成１６年３月３１日）　当連結会計年度（自 平成１５年４月１日～ 至 平成１６年３月３１日） （単位 百万円）

日 本 アジア その他 計 消去又は全社 連結

Ⅰ．売上高及び営業損益
    売     上     高
   (1)外部顧客に対する売上高 190,718 32,700 16,690 240,109 － 240,109 
   (2)セグメント間の内部売上高 5,511 1,752 － 7,263 (7,263) －
　  　又は振替高

計 196,229 34,452 16,690 247,372 (7,263) 240,109 

    営   業   費   用 169,198 31,378 16,103 216,680 (7,296) 209,383 

    営   業   利   益 27,031 3,073 587 30,692 33 30,726 

Ⅱ．資           産 121,285 25,270 11,637 158,192 50,809 209,002 

　前連結会計年度（自 平成１４年４月１日～ 至 平成１５年３月３１日） （単位 百万円）

日 本 アジア その他 計 消去又は全社 連結

Ⅰ．売上高及び営業損益
    売     上     高
   (1)外部顧客に対する売上高 177,560 29,416 16,191 223,168 － 223,168 
   (2)セグメント間の内部売上高 5,665 1,994 382 8,042 (8,042) －
　  　又は振替高

計 183,226 31,410 16,574 231,211 (8,042) 223,168 

    営   業   費   用 160,109 29,024 16,259 205,393 (8,018) 197,375 

    営   業   利   益 23,116 2,386 314 25,818 (24) 25,793 

Ⅱ．資           産 116,619 23,773 11,129 151,522 36,465 187,987 

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
　　　　２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域
　　　　 　(1) アジア ･･･････台湾、中国、韓国、タイ等
　　　　　 (2) その他 ･･････ オランダ等
　　　　３．当連結会計年度における資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は、68,618百万円であり、
　　　　　　その主なものは親会社の現金預金、有価証券及び投資有価証券であります。

前連結会計年度 　　　　50,662百万円

(3) 海外売上高

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
　　　　２．各区分に属する主な国または地域
　　　　 　(1) アジア ･･･････台湾、中国、韓国、タイ等
　　　　　 (2) その他 ･･････ オランダ等

　当連結会計年度（自 平成１５年４月１日～ 至 平成１６年３月３１日）　当連結会計年度（自 平成１５年４月１日～ 至 平成１６年３月３１日）　当連結会計年度（自 平成１５年４月１日～ 至 平成１６年３月３１日）　当連結会計年度（自 平成１５年４月１日～ 至 平成１６年３月３１日） （単位 百万円）
アジア その他 計

Ⅰ．海 外 売 上 高 31,807 23,261 55,069
Ⅱ．連 結 売 上 高 － － 240,109
Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合(%) 13.2 9.7 22.9

　前連結会計年度（自 平成１４年４月１日～ 至 平成１５年３月３１日） （単位 百万円）
アジア その他 計

Ⅰ．海 外 売 上 高 29,658 18,312 47,970
Ⅱ．連 結 売 上 高 － － 223,168
Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合(%) 13.3 8.2 21.5

－２５－



６．生産、受注及び販売の状況６．生産、受注及び販売の状況６．生産、受注及び販売の状況６．生産、受注及び販売の状況
(1) 生産実績(1) 生産実績(1) 生産実績(1) 生産実績

(単位　百万円)

当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度 前連結会計年度
事       業       区       分 自 平成15年4月 1日 自 平成14年4月 1日

至 平成16年3月31日 至 平成15年3月31日

金　額 金　額

パ ー ソ ナ ル ケ ア 206,279 191,190

ペ ッ ト ケ ア 23,681 22,470

そ の 他 11,354 9,960

合　　　　　　　　　　　　　計 241,315 223,621

（注）1.金額は販売価格によっております｡

   　 2.上記の金額には、消費税等は含まれておりません｡

(2) 受注状況(2) 受注状況(2) 受注状況(2) 受注状況

受注生産は行なっておりません｡

(3) 販売実績(3) 販売実績(3) 販売実績(3) 販売実績
(単位　百万円)

当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度 前連結会計年度
事       業       区       分 自 平成15年4月 1日 自 平成14年4月 1日

至 平成16年3月31日 至 平成15年3月31日

金　額 金　額

パ 　ー　 ソ　 ナ　 ル 　ケ 　ア

ベ ビ ー ケ ア 関 連 製 品 101,066 92,583

フ ェ ミニン ケア 関連 製品 56,361 56,872

そ の 他 47,861 42,442

計 205,290 191,898

ペ 　　ッ　 　ト　 　ケ　 　ア 23,553 21,917

そ　　　　　　の　　　　　　他 11,266 9,352

合　　　　　　　　　　　　　計 240,109 223,168

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません｡

－２６－



７．有 価 証 券７．有 価 証 券７．有 価 証 券７．有 価 証 券

当連結会計年度
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成16年3月31日現在）

(単位 百万円)
連結貸借対照表計上額 時　     価 差       額

時価が連結貸借対照表  国債・地方債 10 10 0

計上額を超えないもの 小　　計 10 10 0

合     計 10 10 0

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成16年3月31日現在）
(単位 百万円)

取  得  原  価 連結貸借対照表計上額 差       額
連結貸借対照表計上額が （１）株　　　式 2,470 10,211 7,740
取得原価を超えるもの （２）そ　の　他 1,099 1,099 －

小　　計 3,569 11,310 7,740
連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

小　　計 12,000 11,216 △ 784
合      計 15,570 22,527 6,956

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（1.を除く）（平成16年3月31日現在）
(単位 百万円)

連結貸借対照表計上額
　　　　満期保有目的の債券

特 定 社 債 1,505
社       債 1,711
外 国 債 券 1,000
そ  の   他 844

　　　　その他有価証券

投 資 信 託 10,000
優 先 株 式 3,000
非上場 株式 281

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成16年3月31日現在）
(単位 百万円)

５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成15年4月1日　至　平成16年3月31日現在）
(単位 百万円)

売却額 売却益の合計 売却損の合計

－ － －
－ － －

12,310 24 7
                合　　計 12,310 24 7

　　　債　　　券 12,000 11,216 △ 784

              株　　　　　式

              そ　　の　　他

              債　　　　　券

１年超５年以内 １０年超
        満期保有目的の債券

国債・地方債等 0 9 － －
そ　　の　　他 2,822 2,238 － －

        その他有価証券
債　　　　　券 － 6,948 － 4,267
　合　　計 2,822 9,197 － 4,267

５年超１０年以内１年以内

－２７－



前連結会計年度
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成15年3月31日現在）

(単位 百万円)

連結貸借対照表計上額 時　     価 差       額

時価が連結貸借対照表 国債・地方債等 0 0 0
計上額を超えるもの 小    計 0 0 0
時価が連結貸借対照表 国債・地方債等 24 24 △ 0
計上額を超えないもの 小　　計 24 24 △ 0

合     計 25 25 △ 0

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成15年3月31日現在）
(単位 百万円)

取  得  原  価 連結貸借対照表計上額 差       額
（１）株　　　式 1,844 4,317 2,473

連結貸借対照表計上額が （２）債　　　券 2,500 2,587 87
取得原価を超えるもの （３）そ　の　他 749 750 0

小　　計 5,093 7,654 2,560
（１）株　　　式 553 519 △ 34

連結貸借対照表計上額が （２）債　　　券 2,500 2,499 △ 0
取得原価を超えないもの （３）そ　の　他 154 114 △ 40

小　　計 3,208 3,133 △ 75
合      計 8,302 10,788 2,485

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（１．を除く）（平成15年3月31日現在）
(単位 百万円)

連結貸借対照表計上額
満期保有目的の債券
      社債 3,790
      その他 1,000
その他有価証券
      投資信託 10,000
      優先株式 3,000
      非上場株式 280

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成15年3月31日現在）
(単位 百万円)

１年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超
満期保有目的の債券
　　　　国債・地方債等 　　　　　    14 10 － －
　　　　そ　　の　　他 　　　　　 2,101 2,688 － －
その他有価証券
        投  資  信  託              114 － － －
　　　　債　　　　　券 － － － 5,087
　　　　そ　　の　　他 622 － － －
　合　　計 2,851 2,699 － 5,087

５．当連結会計年度中に売却したその他の有価証券（自 平成14年4月1日　至 平成15年3月31日）
(単位 百万円)

売却額 売却益の合計 売却損の合計
723 12 △ 162

6,711 21 －
7,435 34 △ 162合　　　　　　計

株　　　　　　式
債　　　　　　券

－２８－



ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

　　1. 採用している退職給付制度の概要

当社および国内連結子会社は確定給付型の制度として、厚生年金制度、適格退職年金制度及び
退職一時金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して、支払時に退職給付費用と
して処理する割増退職金等を支払う場合があります。

　　2. 退職給付債務に関する事項 （単位　百万円）

当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度 前連結会計年度
（平成16年3月31日） （平成15年3月3１日）

①退職給付債務 △ 25,716 △ 23,866
②年金資産 13,898 10,834
③未積立退職給付債務（①+②） △ 11,818 △ 13,031
④会計基準変更時差異の未処理額 1,191 2,415
⑤未認識過去勤務債務の未処理額 △ 1,753 △ 1,011
⑥未認識数理計算上の差異 6,352 6,692
⑦退職給付引当金 △ 6,027 △ 4,934

　　3.退職給付費用に関する事項 （単位　百万円）

当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度 前連結会計年度
自 平成15年4月 1日 自 平成14年4月 1日
至 平成16年3月31日 至 平成15年3月31日

①勤務費用 1,066 1,542
②利息費用 603 560
③その他の退職給付費用に関する事項
　　会計基準変更時差異の費用処理額 1,224 1,224
　　数理計算上の差異費用処理額 751 442
　　過去勤務債務費用処理額 △ 426 △ 251
　　期待運用収益 △ 433 △ 431
　　従業員拠出額 △ 60 △ 207
④退職給付費用（①+②+③） 2,724 2,879

　　4.退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度 前連結会計年度
自 平成15年4月 1日 自 平成14年4月 1日
至 平成16年3月31日 至 平成15年3月31日

①割引率
　　（厚生年金基金・基本年金） 2.0% 2.5%
　　（厚生年金基金・加算年金） 2.0% 2.5%
　　（退職一時金） 2.0% 2.5%
②期待運用収益率
　　（厚生年金基金） 4.0% 4.0%

③退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準
④過去勤務債務の額の処理年数 5年 5年
⑤数理計算上の差異の処理年数 10年 10年
⑥会計基準変更時差異の処理年数 5年 5年

９. 退　職　給　付９. 退　職　給　付９. 退　職　給　付９. 退　職　給　付

８．デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益８．デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益８．デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益８．デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益
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当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度
自 平成15年4月 1日 自 平成14年4月 1日
至 平成16年3月31日 至 平成15年3月31日

　１株当たり純資産額　　　　　　　　　　　1,858.63円 　１株当たり純資産額　　　　 　　　　　1,674.47円
　１株当たり当期純利益金額　　　　　　　　  240.26円 　１株当たり当期純利益金額　 　　　　　　185.29円
　なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につい 　なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につい
　ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた 　ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　
　め記載しておりません。　 　（追加情報）

　　当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会
　計基準（企業会計基準第２号）及び「1株当たり当期
　純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準
　適用指針第４号）を適用しております。
　　なお、当期において、従来と同様の方法によった場
　合の（1株当たり情報）については、以下のとおりであ
　ります。
　１株当たり純資産額　　　　　　　　　　1,676.70円
　１株当たり当期純利益金額　  　　　  　　187.48円

　　（注）　1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度 前連結会計年度
自 平成15年4月 1日 自 平成14年4月 1日
至 平成16年3月31日 至 平成15年3月31日

　　連結損益計算書上の当期純利益（百万円） 16,239 12,879
　　普通株主に帰属しない金額（百万円） 　　　　　　156            　150
　　　　（うち利益処分による役員賞与金）    (156)   (150)
　　普通株式に係る当期純利益（百万円） 16,083 12,728
　　期中平均株式数　（千株） 66,942 68,695

前連結会計年度

１０. １株当たり情報１０. １株当たり情報１０. １株当たり情報１０. １株当たり情報
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１１．関連当事者との取引１１．関連当事者との取引１１．関連当事者との取引１１．関連当事者との取引

当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度(自 平成15年4月1日  至 平成16年3月31日)

役員及び個人主要株主等
議決権等の 関係内容

属  性 名  称 所在地 資本金 事業の 所有（被所有） 役員の 事業上 取 引 内 容 取引金額 科目 期末残高
内 容 割合(％) 兼務等 の関係

百万円 被所有 百万円 百万円
(株)高原興産 東 京 都 10 保険代 　直接 5.7 なし 営業取引 保険料 81 - -

港 区 理業 賃借料 12 - -

百万円 被所有 百万円 百万円
ﾕﾆﾃｯｸ(株) 愛 媛 県 98 不動産 　直接 17.8 なし 土地の賃借 営業取引 賃借料 176 - -

賃貸業

(注)1.取引条件及び取引条件の決定方針等
　　　(1)保険料については､付保額を指定の上､一般の保険料率で算定した金額としております｡
　　　(2)不動産の賃借については､近隣の取引情勢に基づいて､毎半期ごとに所定の金額を決定しております｡
　　2.(株)高原興産の議決権は、当社代表取締役高原豪久が20.0%を直接所有、同高原慶一朗が1.0%及びその
　　　近親者が44.5%を直接所有、34.5%を間接所有しております。
　　3.ユニテック(株)の議決権は、当社代表取締役高原豪久が0.7%を直接所有、同高原慶一朗の近親者が1.5%
　　　を直接所有、97.8%を間接所有しております。

    4.上記金額のうち取引金額には消費税等は含まれておりません｡

前連結会計年度(自 平成14年4月1日  至 平成15年3月31日)

記載を省略しております。

四国中央市

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社等(当該
会社等の子会
社を含む)

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社等(当該
会社等の子会
社を含む)

当社保険
の付保及
び建物の
賃借
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